
 

 

租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした

租税特別措置等の名称 

 中小企業者等の試験研究費に係る特例措置【地方税】 
（地方税６）（法人住民税：義） 

2 要望の内容 ・制度概要 
 法人住民税法人税割の課税標準となる法人税額は、原則として税額控
除を行う前の法人税額を用いることとされているが、中小企業者の試験
研究費の税額控除については、これらの税額控除後の法人税額を法人住
民税の課税標準として用いることとされている。（大企業は税額控除前の
法人税額が課税標準となる。） 
 
・要望内容 
増加型・高水準型の恒久化 

3 担当部局 情報通信国際戦略局技術政策課 

4 評価実施時期  平成 23 年９月 

5 租税特別措置等の創設

年度及び改正経緯 
昭和６０年度 創設(税額控除率 6%) 
昭和６３年度 ２年間延長 
平成 ２年度 ３年間延長 
平成 ５年度 ２年間延長  
平成 ７年度 ２年間延長 
平成 ９年度 １年間延長 
平成１０年度 税額控除率の拡充（6%→10%） 
平成１１年度 １年間延長 
平成１２年度 １年間延長 
平成１３年度 １年間延長 
平成１４年度 １年間延長 
平成１５年度 税額控除率の拡充（12%の恒久化） 
       税額控除率の 3%上乗せ措置の拡充(12%→15%)) 
平成１８年度 増加額に係る税額控除(増加額の 5%)の拡充 
       税額控除率 3%上乗せ措置の廃止(15%→12%))  
平成２０年度 増加額に係る税額控除（増加額の 5%）または売上高の
              １０%超過に係る税額控除の選択制の追加 
平成２２年度 ２年間延長（上乗せ措置） 

6 適用又は延長期間 恒久措置 

7 必要性

等 

① 政策目的及

びその根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

２０２０年度までに、官民合わせた研究開発投資をＧＤＰ４％以上に
する。 

《政策目的の根拠》 

「２０２０年度までに、官民合わせた研究開発投資をＧＤＰ比４％以
上にする。」 
（新成長戦略：平成２２年６月１８日閣議決定） 
 
「我が国の産業競争力の源である民間企業の研究開発力の維持・強化を
図るため、研究開発税制の維持等を図る。」 
「ものづくり基盤技術を支える中小企業の研究開発やその集積を支援」
（日本国内投資促進プログラム（総理指示）：平成２２年１１月２９日決
定） 

② 政策体系に

おける政策

目的の位置

付け 

24 年度概算における政策評価体系図 
【総務省政策評価基本計画（平成 19 年総務省訓令第 60 号）】 

Ⅴ 情報通信(ＩＣＴ政策) 
  １．情報通信技術の研究開発・標準化の推進 



 

 

③ 達成目標及

び測定指標 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

民間研究開発投資の対ＧＤＰ比率を、主要先進諸国の中で最高水準（第
１位）に維持する。 

《租税特別措置等による達成目標に係る測定指標》 

民間研究開発投資の対ＧＤＰ比率の国際比較 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

我が国全体の研究開発投資の７割以上を占める企業の研究開発投資を
押し上げることにより、国全体の研究開発投資の対ＧＤＰ比率を高める
ことに大きく寄与することが可能。 

8 有効性

等 

① 適用数等 適用数について、想定外に僅少および偏っていない旨を以下に示す。
 
国税における利用実績 （うち、税法上の中小企業分） 
 平成１９年度  ８，４７９事業年度（５，７４７事業年度） 
 平成２０年度  ７，９１２事業年度（４，６５７事業年度） 
 平成２１年度  ７，１７２事業年度（４，４１１事業年度） 
 【出典：国税庁 会社標本調査結果「税務統計から見た法人企業の実

態」】 
（注）平成１８年度以前の会社標本調査においては、事業年度に係るデ

ータが表記されていない。 
 
 国税及び本租特（地方税）を利用したことがある中小企業の割合 
 平成１９年度  ５９．６％   
 平成２０年度  ５２．０％ 
 平成２１年度  ５１．１％ 
【中小企業庁アンケート調査結果（２２、２３年度）より算出】 
  

 以上より、本租特における利用実績を算出すると以下のとおりとなる。
 
本租特における利用実績 
 平成１９年度  ３，４２５事業年度 
 平成２０年度  ２，４２１事業年度 
 平成２１年度  ２，２５４事業年度 

 したがって、中小企業技術基盤強化税制を利用した企業のうち半数以
上が本租特を利用していることから、適用数が想定外に僅少であるとは
言い難いといえる。 

また、主な業種別の本租特利用実績は以下のとおり多岐の業種にわた
っていることから、偏り無く適用されていると見なすことができる。 

 

              主な業種の本租特利用実績 

 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

金属製品工業 １１．８％ ９．７％ ６．３％

精密機械工業  １１．８％ １１．１％ ８．５

化工業 ８．２％ ８．３％ １２．７％

輸送用機器工業 ８．３％ ６．９％ ４．２％

食品工業 ７．１％ ８．３％ ４．２％

電気機械工業 ５．９％ ５６％ １２．７％

卸売・売業  ５．９％ ８．３％ ４．２％

ソフトウエア業 ３．５ ２．８％ ４．２％

 【中小企業庁アンケート調査結果（２２、２３年度）より算出】 
将来推計としては、現行の制度体系が変わらないものと仮定している

ことから、約２，５００～３，０００事業年度程度と推測される。 



 

 

② 減収額 地方税における減収額 
減収額実績 
 平成１６年度 ２９億円 
 平成１７年度 ５３億円 
 平成１８年度 ５３億円 
 平成１９年度 ２９億円 
 平成２０年度 ４３億円 
 平成２１年度 ２３億円 

【国税庁会社標本調査結果「税務統計から見た法人企業の実態」より算出】
   
  平成２２年度見込み ４３億円 
  平成２３年度見込み ２０億円 
  平成２４年度見込み １９億円 
【経済産業省・中小企業庁アンケート調査結果（２３年度）より推計】
 

（減収額実績の算出方法） 
「税務統計から見た法人企業の実態」より中小企業技術基盤強化税制

の利用実績及び増加型を利用した資本金１億円以下の企業の実績を足し
合わせて中小企業者による国税部分の減収額を算出したものに、１７．
３％を乗じて地方税にかかる減収額を試算した。 
 

（参考）国税における減収額 
減収額実績 （うち、税法上の中小企業分）  
 平成１６年度 ４，２３５億円（１６７億円） 
 平成１７年度 ５，６６３億円（３０９億円） 
 平成１８年度 ５，８２０億円（３０５億円） 
 平成１９年度 ６，２６９億円（１６７億円） 
 平成２０年度 ２，８８１億円（２４６億円） 
 平成２１年度 ２，５６５億円（１３１億円） 

【出典：国税庁 会社標本調査結果「税務統計から見た法人企業の実態」】
 
減収額見込み（うち、税法上の中小企業分） 
 平成２２年度見込み ３，０５９億円（２４８億円） 
 平成２３年度見込み ２，９１５億円（１１３億円） 
平成２４年度見込み ２，５９１億円（１１２億円） 
【経済産業省・中小企業庁アンケート調査結果（２３年度）より推計】

 
（参考）国税のうち、増加型・高水準型における減収額 
減収額実績（うち、税法上の中小企業分） 
平成２０年度 １７８億円（１４億円） 

 平成２１年度 １３３億円（ ６億円） 
【出典：国税庁 会社標本調査結果「税務統計から見た法人企業の実態」】

 
減収額見込み（うち、税法上の中小企業分）  
平成２２年度見込み ２２１億円（８億円） 

 平成２３年度見込み １５１億円（４億円） 
 平成２４年度見込み １２６億円（３億円） 

【経済産業省・中小企業庁アンケート調査結果（２３年度）より推計】

③ 効果・達成

目標の実現

状況 

《政策目的の実現状況》（分析対象期間：平成 15 年～平成 20 年） 

我が国は、主要先進諸国の中で最高水準の対ＧＤＰ研究開発投資比率
を維持しているが、４％には届いていない。 

 
主要国の対ＧＤＰ研究開発投資比率（単位：％） 

  2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年

日本 3.20 3.17 3.32 3.41 3.44 3.42 



 

 

中国 1.13 1.23 1.34 1.42 1.44 1.54 

韓国 2.49 2.68 2.79 3.01 3.21 3.37 

アメリカ 2.61 2.54 2.57 2.61 2.66 2.77 

イギリス 1.75 1.68 1.73 1.75 1.79 1.77 

カナダ 2.04 2.08 2.05 1.97 1.90 1.84 

ロシア 1.28 1.15 1.07 1.07 1.12 1.04 

フランス 2.17 2.15 2.10 2.10 2.04 2.02 

ドイツ 2.52 2.49 2.49 2.53 2.53 2.64 

イタリア 1.11 1.10 1.09 1.13 1.18 1.19 

出典：ＯＥＣＤ「Main Science and Technology Indicators 20010/01」
 

現在、我が国の官民合わせた研究開発投資のＧＤＰ比率は３．４２％
（２００８年）であり、当該目標は政府による研究開発投資と民間研究
開発投資とを合わせて達成すべきものであるところ、本租税特別措置は、
民間研究開発投資の促進に資するものである。また、民間研究開発投資
の対ＧＤＰ比率は２００８年時点で２．６９％という世界最高水準にあ
ることからすれば、主要先進諸国との研究開発投資拡充競争の中で、本
租税特別措置の効果により、民間研究開発投資の対ＧＤＰ比率を世界最
高水準に維持し続けることができれば、政策目標の達成に大きく寄与す
ることが可能と考えられる（当然、政府の研究開発予算の拡充も必要で
あることからすれば、本租税特別措置のみで達成可能な目標とは言えな
い）。 

《租税特別措置等による効果・達成目標の実現状況》（分析対象期間：平
成 15 年～平成 20 年） 

我が国は、主要先進諸国の中で最高水準の対ＧＤＰ民間研究開発投資
比率を維持している。 

 
主要先進諸国等における研究開発税制拡充競争が激化する中、本租税

特別措置の恒久化により、長期に安定した研究開発投資が促進されるこ
とで、政府目標である２０２０年度対ＧＤＰ民間研究開発費比率３％以
上の達成に寄与できる。 

 
主要国の対ＧＤＰ民間研究開発投資比率（単位：％） 

  2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年

日本 2.40 2.38 2.54 2.63 2.68 2.69 

中国 0.71 0.82 0.91 1.01 1.04 1.13 

韓国 1.89 2.06 2.15 2.33 2.45 2.54 

アメリカ 1.81 1.76 1.80 1.86 1.92 2.01 

イギリス 1.11 1.05 1.06 1.08 1.12 1.10 

カナダ 1.16 1.18 1.15 1.11 1.04 1.00 

ロシア 0.88 0.79 0.73 0.72 0.72 0.65 

フランス 1.36 1.36 1.30 1.32 1.29 1.27 

ドイツ 1.76 1.74 1.72 1.77 1.77 1.85 

イタリア 0.52 0.52 0.55 0.55 0.61 0.60 

出典：ＯＥＣＤ「Main Science and Technology Indicators 2010/01」

 



 

 

《租税特別措置等が新設、拡充又は延長されなかった場合の影響》（分析
対象期間：平成２４年度～平成３３年度） 
 
 増加型・高水準型相当分： 

中小企業庁アンケート調査結果（平成２３年度）より、平成２４年度
の中小企業技術基盤強化税制のうち、増加型・高水準型相当分の減収額
を３．３億円と推計。その上で、上記要望に相当する内容について、減
収額及び投資押上げ効果に基づき、今回の拡充要望が実現しなかった場
合のＧＤＰ押し下げ効果を試算する。なお、今回の要望は恒久措置を求
めるものであるが、経済波及効果を分析するに当たっては、モデルを用
いて計算をする前提として、一定の期間を区切る必要があり、分析対象
期間は平成２４年度～平成３３年度までの１０年間とした。） 
 

平成２４年度の減税試算額における、租税特別措置の効果 
平成 24 年度減収額 ３．３億円（中企庁試算） 

    ↓ 地方税に換算：0.173 倍 
   平成 24 年度での地方税減収額：０．５７億円 
    ↓ 中小企業技術基盤強化税制による研究開発投資押上げ効果：
      1.59 倍 
   研究開発投資押上げ額：０．９億円 
    ↓ GDP 押し上げ効果（ﾏｸﾛﾓﾃﾞﾙによる試算） 
   １０年間（平成24～33年度）累計のＧＤＰ押上げ効果（地方税分）：
   約３億円 
 
上記の試算に基づき、平成２４年度に増加型・高水準型の措置がなさ

れなかった場合におけるＧＤＰの押し下げ効果（平成２４年度～平成３
３年度の累計）は約３億円 

《税収減を是認するような効果の有無》（分析対象期間：平成２４～３３
年度） 
 

経済波及効果の試算 （※２３年度の経済産業省・中小企業庁アンケ
ート結果に基づく） 
 

【研究開発税制全体（国税）】 

 ・平成２４年度減収額 ２,５９１億円 

（うち中小企業１１２億円 ※試算では小数点以下四捨五入前の１１１．５億円

を使用） 

  ↓ 研究開発税制による研究開発投資押上げ効果 

     大企業：1.26 倍 

     中小企業：1.59 倍 

 ・研究開発投資押上げ額 

     大企業：３,１２５億円（2480 億円×1.26 倍） 

     中小企業：１７７億円（112 億円×1.59 倍） 

  ↓ GDP 押上げ効果（ﾏｸﾛﾓﾃﾞﾙによる計算） 

     大企業：１兆２７１９億円 

     中小企業：７２８億円 

・１０年間（平成２４～平成３３年度）累計のＧＤＰ押上げ効果：約
１兆３,４４７億円 

 

※地方税部分 

 ・平成２４年度減収額 １１２億円 （※試算では小数点以下四捨五入前の

１１１．５億円を使用） 

  ↓  地方税に換算：0.173 倍 

 ・平成２４年度での地方税減収額：１９億円 



 

 

  ↓  研究開発税制による研究開発投資押上げ効果：1.59 倍 

 ・研究開発投資押上げ額：３０億円（19 億円×1.59 倍） 

  ↓  GDP 押上げ効果（ﾏｸﾛﾓﾃﾞﾙによる計算）：１２４億円 

・１０年間（平成２４～平成３３年度）累計のＧＤＰ押上げ効果（地方税分）：

約１２４億円 

9 相当性 ① 租税特別措

置等による

べき妥当性

等 

我が国においては、 
 ①企業の実施する研究開発費は国全体の研究開発費総額に占める割合

が高く（72.5%。 この値は米、英、独、仏、露、中、韓、日の８ヶ
国中、韓国に次いで２位）   

 ②企業が実施する研究開発費をほとんど企業自身の資金で賄い
（98.5%）、 
 ③政府による企業への直接支援が少ない（0.9%、上記８ヶ国中最低）。

すなわち、我が国のイノベーションは、企業が牽引しており、かつ、
企業が自らの負担で推進しているということができる。そのため、企業
の創意工夫のある自主的な研究開発を促進することが、成長力・国際競
争力強化の観点から極めて重要である。 

研究開発税制は、企業の法人税額負担を減少させることにより、創意
工夫あふれる自主的な研究開発投資を直接促す措置であり、妥当性があ
ると言える。 
・予算上の措置（委託費等）は、それぞれ国の政策に基づき助成等の対
象者及び研究テーマ等を設定することで、より特定された分野又は研究
開発段階における成果の獲得を目指す制度であることからすれば、あく
まで誘導的な政策支援であり、民間活力による自主的な研究開発投資を
幅広く促進することにより、我が国の経済成長を実現するためには、本
税制措置による支援が適切と考えられる。 

② 他の支援措

置や義務付

け等との役

割分担 

 予算上の措置（委託費等）は、それぞれ国の政策に基づき助成等の対
象者及び研究テーマ等を設定することで、より特定された分野又は研究
開発段階における成果の獲得を目指す制度であり、民間活力による研究
開発投資を幅広く促進する制度である税制措置とは支援目的と対象が異
なる。 
 また、諸外国においても、民間研究開発投資に対し、予算・税制両面
から積極的な支援が行われている。 

③ 地方公共団

体が協力す

る相当性 

 我が国の法人企業が産出する付加価値額は、地域に根ざす中小企業に
よって全体の５割強が産出されてきた。（2009 年版中小企業白書）。 
 本税制を通して、その中小企業の研究開発環境を大企業よりも優遇す
ることにより、国全体でのイノベーションの促進・ものづくり産業の底
上げに加え、地域経済に対しても新規産業・雇用創出等、地域経済の持
続的な経済成長の実現につながることから、本税制は地方公共団体と国
とが一丸となって、取り組むに値する特例措置となっている。 

10 有識者の見解 
― 

11 前回の事前評価又は事

後評価の実施時期 
平成２２年８月 

 

 

 


